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Ａ．研究目的 

失語症は脳血管障害や頭部外傷、神経変

性疾患をはじめ、さまざまな病因によって

生じる代表的な高次の神経機能障害であ

り、現行の障害福祉制度のもとでは身体障

害者手帳の対象疾患である。平成 26-28年

度の厚生労働科学研究「失語症患者の障害

者認定に必要な日常生活制限の実態調査

及び実数調査等に関する研究」（研究代表

者 飯島節）では、全国の失語症新規発生

数は年間およそ 6万人と推定され、その中

の 3 万 6 千人程度が障害程度を問わず後

遺症を遺すとされている。 

言語は人間にとってもっとも重要なコ

ミュニケーションの手段であり、言語が障

害される失語症者においては、当然ながら

対人コミュニケーションを含めた日常生

活や社会生活が大きく障害される。当事者

および家族の生活困難度・困窮度も大きい

と考えられる。 

研究要旨： 

本分担研究の目的は、平成 31年（令和元）年度における本研究の目標は、失語症を有

する成人患者について、生活機能制限と福祉ニーズ・福祉サービス利用の実態を明ら

かにするために、量的調査の調査票を作成することである。 



89 

 

しかしながら、失語症は身体障害者障害

程度等級表においては、「音声機能、言語

機能又はそしゃく機能の障害」に分類され

るが、この障害領域は他の身体障害領域と

は質的に大きく異なる。すなわち、「音声

機能、言語機能又はそしゃく機能の喪失」

は 3級、「音声機能、言語機能またはそし

ゃく機能の著しい障害」は 4 級の 2 等級

のみであり、1級、2級、5級、6級はない。 

身体障害の他の障害領域、例えば「上肢・

下肢・体幹の肢体不自由」においては「機

能の著しい障害」あるいは「心臓・じん臓・

呼吸器・ぼうこう・直腸・小腸・ヒト免疫

不全ウィルスによる免疫・肝臓の機能障害」

においては、「日常生活が極度に制限され

るもの」が 2級相当とされる。これに対し、

失語症が該当する「音声機能、言語機能」

においては機能の「喪失」が 3級、さらに

「機能の著しい障害」が 4 級相当であり、

失語症による障害が過小評価されている

可能性がある。本研究では、現行の失語症

者の障害程度区分が妥当であるかについ

て、改めて検討することを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

研究協力者の協力を得て、失語症を有す

る成人患者 100 名程度について、生活機

能制限と福祉ニーズ・福祉サービス利用の

実態を明らかにするために、量的調査を設

計する。 

これまでの数少ない失語症者の QOLや

社会参加についての研究では、失語症者

の職業復帰率は低く、17.7％と報告され

ている（佐藤ら，1987）。ただし、復職に

影響するものは上肢機能であり、失語症

よりも身体障害によって就労が困難にな

っていることが示された。また、軽度か

ら中等度の失語症者の社会参加、環境因

子、健康関連 QOLを調べた研究では、失

語症は健康 QOLのみ関連し、社会参加は

むしろ身体機能による影響を受けること

が報告されている（大畑と吉野，2015）。 

しかし、研究対象は重度の失語症者を含

まず、症例数も限られていたために失語

症による社会参加の低下が示されなかっ

たと考えられる。一方、失語症者では 発

症前後で対人交流の推定人数は 10分の 1

程度に減少することが示されている（船

山と中川， 2016）。そのため、失語症に

よる社会参加の度合いや復職への影響を

調べるには、重度失語症、運動麻痺の少

ない失語症者へ QOLや日常生活上の困難

さの指標となる評価および質問紙を選定

し、実施する必要がある。 

 

Ｃ．研究結果と考察 

調査の対象として、20 歳～85 歳の失語

症者少なくとも 100 名が必要と考えられ

た。失語症の病因としては、脳血管障害、

頭部外傷、脳炎、代謝性疾患など、非進行

性の脳病変によるものを含み、変性性認知

症など、進行性の脳病変によるものは除外

する。なお、肢体不自由による身体障害の

併存の影響を除外するため、運動麻痺はな

いかあっても軽度なものに限ることとす

る。失語症の重症度は標準失語症検査 10
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段階評価およびBoston失語症診断検査の

重症度評価尺度で判断する。コミュニケー

ション能力の指標としては、CADL 実用

コミュニケーション能力検査を実施する。

失語症者のQOLや生活困難に影響すると

考えられる ADL については Functional 

Independence Measure (FIM)による評

価、知的機能や認知機能については、

Raven Colored Progressive Matrices 

(RCPM)、標準注意力検査の中の視覚性抹

消課題、および WMS-R ウェクスラー記

憶検査の中の視覚性記憶課題による評価

を行う。 

今回の研究で主要評価項目となる失語

症による日常生活上の困難さや QOL、社

会参加の程度の指標は以下の 6 項目を選

定した。 

⚫ Frenchay Activities Index (FAI) 

⚫ Community Integration 

Questionnaire (CIQ) 

⚫ Craig Hospital Inventory of 

Environmental Factors (CHIEF) 

⚫ Stroke and Aphasia Quality of Life 

Scle-39 (SAQOL-39) 

⚫ Life stage Aphasia Quality of Life 

scale-11（LAQOL-11） 

⚫ Assessment for Living with Aphasia 

(ALA) 

調査の実施機関としては、川崎医療福祉

大学、目白大学言語聴覚学科、足利赤十字

病院、慶應義塾大学病院、江戸川病院、横

浜市脳卒中神経・脊椎センター、東京都リ

ハビリテーション病院、霞が関南病院の 8

施設を予定している。 

（倫理審査）慶應義塾大学医学部では、

研究倫理審査を申請し、承諾を得た。研

究協力者の所属施設では各施設にて現在

研究倫理審査を申請中である。 

 

Ｄ．結論 

失語症者の生活機能制限や福祉ニーズ・

福祉サービス利用実態を明らかにするた

め、失語症者の日常生活上の困難さや

QOL、社会参加の程度の量的調査の調査

票を作成し、対象者の選定基準と調査実施

機関を決定した。 
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ご本人

ID：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 男　・　女　　（　　　　　）歳

利き手：　左　・　右　（矯正： 有 ・ 無）　　　　　　  教育年数：　　　　　　　　年

発症：　　　　　年　　　　　月　　　　　日 （発症後経過月数　　　　　　　ヶ月）

失語症の原因疾患： 麻痺：　なし　・　左　・　右　・　両　/　上肢　・　下肢　

 失語症重症度

 Standard Language Test of Aphasia　総合評価：　　 （　　　　　　　　　　）　/　10　

 Boston Diagnositic Aphasia Examination　重症度評価尺度：　　　0　・　1　・　2　・　3　・　4　・　5　

 知的機能・認知機能

 RPCM 正答数 （　　　　　）　/　36

△ 所要時間 （　　　）秒 正答率 （　　　）％ 正答数 （　　　）/57

 図形 所要時間 （　　　）秒 正答率 （　　　）％ 正答数 （　　　）/57

3 所要時間 （　　　）秒 正答率 （　　　）％ 正答数 （　　　）/114

か 所要時間 （　　　）秒 正答率 （　　　）％ 正答数 （　　　）/114

 図形の記憶（WMS-R)正答数 （　　　　　）　/　10

 質問紙評価

 Frenchay Activity Index（合計得点）： （　　　　　　　）/　45

 Community  Integration Questionnaire（CIQ総合スコア）: （　　　　　　　）/　29

 SAQOL-39（Total score: 39項目の平均値）：

 LAQOL-39（合計得点）: （　　　　　　　）/　110

 CHIEF（総合得点）: （　　　　　　　）/　200

 ALA: （　　　　　　　）

備考欄：

 CADL実用コミュニケーション能力検査:（　　）/　136〔コミュニケーション・レベル：1 ・2 ・3 ・4 ・5　〕

A（　　　　　）AB（　　　　　）B（　　　　　）

　　検査実施日：　　　　　年　　　月　　　日　～　　　　　年　　　月　　　日　

 視覚性末梢検査(CAT)

（資料4）
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